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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】 

 平成19年６月28日付をもって提出しました第57期（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）有価証券報告書の記載事

項の一部において内容が不十分であり、追加記載を要する箇所がありましたので、これを追加訂正するため有価証券報告書の訂

正報告書を提出するものであります。 

  

２【訂正事項】 

第一部 企業情報 

第４ 提出会社の状況 

３【配当政策】 

  

３【訂正箇所】 

 訂正箇所には下線を付しております。 

  

第一部 企業情報 

第４ 提出会社の状況 

３【配当政策】 

  

（訂正前） 

当社は、株主に対する利益還元を経営の最重要課題として位置付けており、財務内容及び今後の事業展開、利益状況等を勘案

しつつ、安定的な配当を継続することを基本方針としております。 

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことができる旨を定款に定めております。これらの剰余金の配当

の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。 

なお、内部留保資金につきましては、今後の競争激化や市況変動に対応できる磐石な経営体制の確立及び証券業部門の強化の

ため、当社グループの整備拡充などによる営業基盤の強化、人材の育成、商品開発力の充実を図るための投資などに充てること

としております 

  

（訂正後） 

当社は、株主に対する利益還元を経営の最重要課題として位置付けており、財務内容及び今後の事業展開、利益状況等を勘案

しつつ、安定的な配当を継続することを基本方針としております。 

当社は、定款に中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことができる旨を定めておりますが、現在は年１回の期末

配当を基本方針としております。なお、剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役

会であります。 

内部留保資金につきましては、今後の競争激化や市況変動に対応できる磐石な経営体制の確立及び証券業部門の強化のため、

当社グループの整備拡充などによる営業基盤の強化、人材の育成、商品開発力の充実を図るための投資などに充てることとして

おります 
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